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センター長挨拶
農学国際教育研究センターは、農学の開発問題を実践的に解決する人造りを目指して設立さ

れ、国内外とのネットワーク化による基礎研究および海外フィールド研究、国内外の人材養成を
通じて現場の問題解決を出口に見据えた研究教育に取り組んできました。そして、設立から18年
を経た2018年4月に現在の名称に改称し、研究展開部門に熱帯生物資源と生物遺伝情報の2研
究室、実践地域開発部門に実践アフリカ開発と実践アジア開発の2研究室を設けました。地域資
源の開発と利活用、それを可能とする環境の保全による持続的発展を目指し、ミッションオリエ
ンテッドな国際農林学研究の展開と国際共同研究ベースの教育活動に取り組むため、研究展開
部門においては、気候変動や様々な社会情勢の変化に対応するための熱帯原産農林資源の探索
や形質評価、生物資源の有用形質遺伝情報の解析、環境に調和した農林業生産と効果的資源利
用の研究を展開しています。そして、実践地域開発部門においては、アジアおよびアフリカの熱帯
地域における持続的な適正農林業生産技術の開発、新資源・技術の馴化と普及を図り、研究成果に基づく社会実装を実現す
ることに特化した研究に取り組んでいます。また、国内外とのネットワーク形成と事業運営を担う国際連携室を設け、国連食
糧農業機関（FAO）、国際協力機構（JICA）、国際農林水産業研究センター（JIRCAS）など国内外のさまざまな組織との連携
を進めるとともに情報発信力の強化に努めています。
近年、新興国にも食需要の多様性が広がり、食料安全保障や環境保全を前提とした持続的生産へのアプローチとして、先進

国が蓄積してきた基礎的知見を技術として確立し、実社会へ馴化するために、フィールドサイエンスの役割が一層重要となって
います。農学国際教育研究センターでは、国際農業開発分野における国際共同研究の推進とそれに基づく農学国際教育の機
能を先鋭化させ、国内外の機関との連携深化によるグローバルな農業開発への貢献を高めていきたいと考えています。
　関係各位の、当センターの活動に対する温かいご理解とご支援、また積極的なご参画をお願い申し上げます。

　開発途上国では、食料不足、農業生産の低迷、貧困、環境破壊、家畜感染症など農学領域に関連した多くの問題が未だに解
決されないまま残されており、これらが国際的な課題になっています。このような課題を解決するには、社会経済的影響、自然
の有効利用、自然環境との調和などに配慮した適正な農業技術の開発とともに、人材育成が重要です。これらの課題の解決
ならびに人づくり教育に対する国際協力の必要性は高く、我が国も積極的に国際貢献を行うことが求められています。
　文部省（現、「文部科学省」）は、とくに90年代からのこのような流れを踏まえ、時代に即応した国際教育協力の在り方に関
する懇談会を設置し、1996年6月の報告の中で、増大する国際教育協力への要請に対する我が国の積極的な国際貢献の重要
性、大学をはじめとする教育機関の重要な任務としての教育協力の位置づけ、効果的な教育協力の推進のための事業間・機関
間の連携、教育機関による主体的組織的対応の重要性など、国際教育協力に関連する新たな政策を表明しました。
この政策実現の一環として、当センターの前身である農学国際教育協力研究センターは、文部省の指導のもとに、農学領域の開発

問題を実践的に解決する人づくり協力をリードする拠点として機能することを目的に、1999年4月、名古屋大学に設立されました。

　当センターは、名古屋大学大学院生命農学研究科の植物生産科学専攻における大学院教育に携わっています。海外経験が
豊富な教員によって、国際的な視野に立った研究やキャリアパスを求める人材の育成に努めています。当センターにて学びた
い方は、希望する研究室の担当教員と相談した上で、名古屋大学大学院生命農学研究科の入学試験を受験してください。大学
院入試に関する個別相談は随時受け付けていますので、最終ページにある代表メールまでお尋ねください。
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